
資料１１

「国勢調査（時系列データ）」総務省統計局 より

デザイナー就業者数の推移

年 デザイナー
（参考）彫刻家、画

家、工芸美術家

（参考）写真家、映像

撮影者

（参考）音楽家

（個人に教授するもの

を除く）

（参考）舞踊家、俳

優、演出家、演芸家

（個人に教授するもの

を除く）

（参考）総数

平成7年 151,924 37,064 65,905 22,843 56,912 64,181,893

平成12年 161,393 38,103 66,412 22,696 58,044 63,032,271

平成17年 164,741 38,781 64,446 25,747 58,273 61,530,202

平成22年 179,570 31,200 65,540 22,770 51,030 59,607,700

増加率

（平成7年→22年）
18.2% -15.8% -0.6% -0.3% -10.3% -7.1%

出典：総務省統計局　国勢調査　抽出詳細集計　10－1職業、従業上の地位　各年



資料１２

出典先：「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-（平成 25年 6月 14 日）」日本経済再生本部 より
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出典先：「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-（平成 25年 6月 14 日）」日本経済再生本部 より



資料１３

※著作権者の許諾が得られない書類等

１（書類等の題名）

「ワークス採用見通し調査（新卒：2017 年卒）」

２（出典）

リクルートワークス研究所

３（引用範囲）

4 ページ「業種別 2017 年卒者の新卒採用見通し（大学生・大学院生）」

http://www.works-i.com/pdf/151217_saiyou.pdf

４（その他の説明）

特になし。



資料１４

出典先：「企業活動基本調査」経済産業省 より

日本企業の海外子会社・関連会社数の推移（平成15年度～平成25年度）

全国

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
増加率

（H15 →H25 ）

23,402 26,858 28,315 30,437 31,633 33,009 33,521 34,901 37,585 40,173 43,146 84.4%

（東京都）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
増加率

（H15 →H25 ）

13,004 15,174 15,990 17,576 18,047 18,880 18,920 19,826 21,033 22,275 24,679 89.8%

（神奈川県）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
増加率

（H15 →H25 ）

792 951 901 853 930 963 1,141 1,370 1,457 1,505 1,554 96.2%

出典：経済産業省「企業活動基本調査」（平成16年～平成26年結果）を参照。

＜経済産業省「企業活動基本調査」の対象企業＞

日本標準産業分類に掲げる大分類Ｃ－鉱業、採石業、砂利採取業、大分類Ｅ－製造業、大分類Ｆ－電気・ガス・熱供給・水道業（中分類 35

－熱供給業及び中分類 36－水道業を除く。）、大分類Ｇ－情報通信業、大分類 I－卸売業、小売業、大分類 J－金融業、保険業、大分類Ｋ

－不動産業、物品賃貸業のうち中分類 70－物品賃貸業、大分類Ｌ－学術研究、専門・技術サービス業、大分類Ｍ－宿泊業、飲食サービス

業、大分類Ｎ－生活関連サービス業、娯楽業、大分類Ｏ－教育、学習支援業及び大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）に属する事

業所を有する企業のうち、従業者 50 人以上かつ資本金額又は出資金額3,000万円以上の会社を調査対象としている。



資料１５

出典先：「外資系企業動向調査」経済産業省 より

日本国内の外資系企業数の推移（平成15年度～平成25年度）

企業の母国籍
平成

15年度

平成

16年度

平成

17年度

平成

18年度

平成

19年度

平成

20年度

平成

21年度

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

増加数

（H15年度→

H25年度

北米系 797 842 871 969 966 875 929 954 918 856 875 9.8%

中南米系 39 51 59 64 77 69 91 114 124 95 92 135.9%

アジア系 298 324 388 447 612 581 605 659 674 639 700 134.9%

中東系 21 25 25 22 29 24 27 23 24 23 29 38.1%

ヨーロッパ系 860 960 1,033 1,135 1,226 1,175 1,266 1,344 1,400 1,313 1,399 62.7%

オセアニア系 22 27 27 26 35 36 34 42 46 40 52 136.4%

アフリカ系 1 1 2 3 3 3 3 3 5 3

母国籍不明 1 3 5 5 1

合計 2,037 2,230 2,404 2,665 2,948 2,763 2,956 3,142 3,194 2,976 3,151 54.7%

出典：経済産業省「外資系企業動向調査」（平成16年～平成26年調査結果）を参照。

＜経済産業省「外資系企業動向調査」の対象企業＞

(1) 外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している企業

(2) 外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している国内法人が出資する企業であって、外国投資家の直接出資比率及び間接出資

比率の合計が、当該企業の株式又は持分の３分の１超となる企業

(3) 上記(1)、(2)いずれの場合も、外国側筆頭出資者の出資比率が１０％以上である企業

（注１）平成23年調査より、持株会社を経由した間接出資のみならず事業会社を含むあらゆる国内法人からの間接出資も対象としている。

（注２）外国投資家とは、本調査においては非居住者である個人、外国法令に基づいて設立された法人その他の団体又は外国に本社を有す

る法人その他の団体をいう。

（注３）直接出資比率とは、資本金又は出資金総額に占める外国投資家の株式又は持分の比率。また、間接出資比率とは、外国投資家の

国内法人への出資比率に国内法人からの当該企業への出資比率を乗じたものである。



資料１６

出典先：「第 40 回経営業務実態調査」一般社団法人日本マーケティング・リサーチ協会 より



資料１７

出典先：「社会人基礎力」経済産業省 より



資料１８

出典先：「平成 27 年版消費者白書」消費者庁 より

名目国内総生産に占める家計消費等の割合（2014年）

名目 消費額

家計消費 ¥287,900,000,000,000

設備投資 ¥69,400,000,000,000

公共投資 ¥24,600,000,000,000

住宅投資 ¥15,000,000,000,000

その他 ¥90,800,000,000,000

合計 ¥487,700,000,000,000

（備考） １．内閣府「国民経済計算」により作成。2015年1-3月期1次速報値（2015年5月20日）参照。

２．「その他」は、対象計民間非営利団体最終用費支出、政府最終消費支出、在庫品増及び純輸出の合計。

３．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

出典：消費者庁　平成27年版 消費者白書

　　　　第2章 消費者を取り巻く社会経済情勢と消費者行動・意識

家計消費

287.9兆円

（59.0%）

設備投資

69.4兆円

（14.2%）

公共投資

24.6兆円

（5.0%）

住宅投資

15.0兆円

（3.1%）

その他

90.8兆円

（18.6%）
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消費額

2014年 名目国内総生産（GDP）

487.7兆円



資料１９

出典先：「平成 26 年度消費者政策の実施の状況」消費者庁 より
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出典先：「平成 26 年度消費者政策の実施の状況」消費者庁 より
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出典先：「平成 26 年度消費者政策の実施の状況」消費者庁 より
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